
 

1 

 

 低入札価格調査提出資料作成に関する注意事項  

 

 「尼崎市建設工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱」第９条第１項各号に掲げる各資料については、

次に記載する事項に注意して作成してください。 

  

１．低入札価格調査提出資料の作成、提出について 

  １．調査対象者は、尼崎市建設工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に基づく各様式及び必要資

料を作成し、所定の期限までに指定部数を契約課まで提出してください。 

  ２．提出資料については全ての様式を作成し、該当するものがない様式については、「該当なし」と

記載し提出してください。 

  ３．各様式及び様式の添付書類の内容を立証するために補足が必要な場合、併せて関係資料を提出

してください。 

  ４．一旦提出された提出資料の差替え及び再提出は認めません。ただし本市が追加資料の提出を求

めた場合は、所定の期限までに提出してください。 

  ５．積算内訳書及び積算内訳に対する明細書に計上された全ての費用に係る根拠資料（見積書、積

算単価、取引実績等）の提出は必須です。不足の無いよう提出してください。 

  ６．発注者の予定価格の積算内訳書に記載する単価に比して相当程度低い単価を採用していると認

めるとき、又は提出資料のみでは契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるかどうかを

判断するのに十分でないと認めるときは、必要に応じて、別途資料の提出を求めることがありま

す。 

 

 

２．落札者としない（履行がされないおそれがあると認める）判定基準 

  調査対象者が「尼崎市建設工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱」第９条第４項各号に該当する

かを次の判定基準に基づき、総合的に判断します。 

判定項目 判定基準 

1 調査資料等の提出がない場合等 

※第１号該当 

１ 提出期限までに調査資料等の提出がない場合 

２ 調査資料等の一部が提出されず、必要な調査が

出来ない場合 

2 調査に協力しない場合 

※第２号該当 

１ 追加資料の提出の要求に対し、正当な理由なく

応じない場合 

２ 正当な理由なくヒアリングに応じない場合 

３ 調査時に不誠実な言動がある場合 

3 積算内訳書及び内訳明細書が適正

でない場合 

※第３号該当 

１ 設計図書に計上した設計数量（参考数量）や工

法、施工条件を満足していない場合 

２ 材料、製品等について、設計図書に適合した品

質・規格を満足していない場合 

３ 金額が一括計上されるなど、数量総括表（金抜き

設計書）に対応する内訳書及び内訳明細書にな

っていない場合 
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４ 積算内訳書及び積算内訳に対する明細書に計上

された費用について、根拠が確認できない場合 

５ 下請予定業者や資材購入先及び機械リース元の

見積額を下回る積算額が計上されている場合 

６ 下請見積書等の工事内容（規模、工法、数量等）

が不明確な場合 

７ 「値引き」、「調整額」、「お得意様割引」等の名目

による金額計上があるなど、積算根拠が明確で

ない場合 

８ 入札価格と積算内訳書及び積算内訳に対する明

細書の金額が異なる場合 

４ 配置予定技術者が適正でない場合 

※第３号該当 

１ 監理技術者等が重複専任になる場合 

２ 監理技術者等に必要な資格を有していない場合 

５ 建設副産物の処理が適正でない場

合 

※第３号該当 

１ 建設副産物について適正な処理費用が計上され

ていない場合 

２ 建設副産物の受入れ予定先や処理体制等が設計

図書に適合していない場合 

６ その他、適正な工事の履行がされないおそれがあると認められる場合 

※第３号該当 

 

 

３．各様式への記載及び添付書類の作成について 

(1)「低入札価格調査報告書」（第１号様式） 

  １．本様式の記載内容を承諾したうえで、提出日、所在地、商号又は名称、代表者職・氏名を記入

してください。併せて、工事名、入札金額（税抜）も記入してください。 

 

 (2)「入札額決定理由書」（第２号様式） 

  １．当該価格で入札した理由を、労務費、手持工事の状況、当該工事現場と事務所・倉庫との位置

関係、資材の調達予定、手持機械の状況、下請会社との協力関係等の面から具体的に記載してく

ださい。 

  ２．記載内容は、他の様式及び添付資料で具体的に確認できるようにしてください。なお、当該価

格で入札した結果、契約に至った場合、その契約価格の高低に関わらず安全で良質な施工を行う

ことが求められます。 

 

 (3)「積算内訳書及び積算内訳に対する明細書」（第３－１号様式、第３－２号様式） 

  １．数量総括表又は参考内訳明細書（金抜設計書）に対応する内訳書及び明細書としてください。 

２．他の様式に記載する内容と矛盾のない内訳書及び明細書としてください。 

  ３．対象工事の施工に当たって必要となる全ての費用を計上してください。 

  ４．計上する金額は、計数的に根拠のある合理的なもので、現実的なものを計上してください。 

  ５．工事の施工に必要な費目との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「お得意様割引」等の
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名目による金額計上は行わないでください。 

  （添付資料） 

  ① 積算内訳書及び積算内訳に対する明細書に計上したすべての費用に係る根拠資料（見積書、積

算単価、取引実績等） 

 

 (4)～(8)（第 4～8 号様式）については、対象工事の工事費の縮減に寄与するものに限り記載してく

ださい。該当するものがない場合、各様式に「該当なし」と記載してください。 

 (4)「対象工事付近の手持工事の状況」（第４号様式） 

  １．対象工事現場から半径 10km 程度の手持工事を公共工事、民間工事問わず記載してください。 

  ２．「発注者」、「工事名」、「工期」及び「契約金額」は、当該手持工事の契約書・請書に記載された

内容を記載してください。 

  ３．下請の場合は、備考欄に「下請」と記載してください。 

   

 (5)「対象工事に関連する手持工事の状況」（第５号様式） 

  １．対象工事と同種又は同類の手持工事を公共工事、民間工事問わず記載してください。（※第４号

様式と重複する場合でも記載してください。） 

  ２．「発注者」、「工事名」、「工期」及び「契約金額」は、当該手持工事の契約書・請書に記載された

内容を記載してください。 

  ３．下請の場合は備考欄に「下請」と記載してください。 

 

 (6)「契約対象工事場所と入札者の事業所、倉庫等との関係（地理的要件）」（第６号様式） 

１．対象工事場所と入札者の事務所、資材置場、倉庫等との位置関係を明らかにした地図を記載し

てください。図面の縮尺は自由としますが、対象工事場所までの距離、連絡経路が分かるように

してください。 

 

 (7)「資材調達先一覧」（第７号様式） 

  １．対象工事で使用する予定資材の調達方法、調達先について記載してください。 

２．「品名」、「規格・形式」及び「数量」は設計図書に合わせたものを記載してください。 

  ３．「調達方法」は当てはまるものを〇で囲み、「その他」の場合は備考欄に具体的な調達方法を記

載してください。 

  ３．「単価」には「手持」、「新規購入」、「その他」に関わらず予定金額を記載し、「新規購入」資材

については単価の根拠を備考欄に記載してください。 

  ４．「新規購入」資材の場合、予定している購入先の「業者名」、「所在地」を記載し、「入札者との

関係（取引年数）」には「協力会社」、「系列会社」、「資本提携会社」、「通常の取引先」等の購入先

予定業者との関係や取引年数を記載してください。 

 

 (8)「手持機械又は機械リース一覧」（第８号様式） 

  １．対象工事で使用する予定の機械を記載してください。なお、使用機械は設計図書に合わせて不

足の無いよう記載してください。 

  ２．「調達方法」は当てはまるものを〇で囲み、「その他」の場合は備考欄に具体的な調達方法を記
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載してください。 

 

 (9)「配置予定技術者名簿」（第９号様式） 

  １．配置を予定している監理技術者又は主任技術者及び現場代理人等を記載してください。 

  ２．「配置区分」には監理技術者又は主任技術者及び現場代理人等を記載してください。 

  ３．「資格」には「一級土木施工管理技士」や「監理技術者資格者」等、CORINS に登録する資格の

名称を記載してください。 

  （添付資料） 

①  「資格」欄記載の合格証明書や免許証等を証する書面の写しを添付してください。 

②  記載の技術者と入札者との雇用関係を確認するため健康保険証の写し等を添付してください。 

 

 (10)「下請契約予定者一覧」（第１０号様式） 

  １．一次下請契約予定業者について、施工の分担関係が明らかになるよう業者単位で記載してくだ

さい。 

  ２．「予定している契約内容」の「工種（工事概要）」は一次下請契約予定業者が対象工事において

担当する予定の工種を記載してください。 

  ３．「予定している契約内容」の「契約金額（税抜）」に下請契約予定業者との契約予定金額を記載

し、その根拠を備考欄に記載してください。 

４．各下請契約予定業者との契約金額の合計が、入札者が直接施工する以外の全ての請負金額とな

るようにしてください。 

（添付資料） 

① 下請契約予定業者との見積書がある場合、見積書を添付してください。 

② 下請契約予定業者の見積書がない場合、下請契約の契約予定金額や工事内容等が説明できる資

料（過去の下請負工事実績、予定金額の算出根拠など）を添付してください。 

 

 (11)「労務者の具体的供給見通し」（第１１号様式） 

  １．「工種」、「職種」の欄は設計図書に合わせて記載してください。 

  ２．「員数」の欄は、使用する予定の労務者の延べ人数を記載し、延べ人数のうち、自社労務者数を

括弧書き内数で明記してください。 

 

(12)「過去に施工した公共工事名及び発注者」（第１２号様式） 

  １．過去 10 か年程度に元請として施工した、国、地方公共団体又はこれに準ずる機関（公団・公

社・事業団等）の発注工事を元請として施工完了した実績を、同工種を優先して記載してくださ

い。 

  ２．低入札価格調査の対象となった工事の実績については「備考」に◎印を記載してください。 

  ３．過去に施工した公共工事がない場合は「該当なし」と記載してください。 

 

 (1３)「建設副産物の拠出地」（第１３号様式） 

  １．コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物、

建設発生土等の対象工事で発生するすべての建設副産物について、「受入予定箇所」、「施設の所
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在地」及び「受入価格」を記載してください。なお、設計図書に搬出先が指示されているものに

ついては整合がとれている必要があります。 

 

(14)(15)「経営状況・信用状況調書」（第１４号様式） 

  １．国税及び尼崎市税に未納がないことを確認します。 

  ２．第１３号様式には「別紙のとおり」と記載してください。 

  （添付資料） 

① 国税の納税証明書（全ての業者が提出） 

法人の場合は、「法人税と消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（法人用）」

（納税証明書「その 3 の 3」）を、個人の場合は、「申告所得税及び復興特別所得税と消費税及

び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（個人用）」（納税証明書「その 3の 2」）を提出

してください。 

② 市税納付状況確認同意書（市内業者、準市内業者のみ提出） 

  提出対象者は、 

法人事業者の場合 

・「尼崎市内に本社・本店を有している者（市内業者）」 

・「尼崎市外に本社・本店を有している者で、尼崎市内に支店・営業所・出張所・工場等を有

し、現に人員を配置して事業活動を行っている者（準市内業者）」 

個人事業者の場合 

・「尼崎市内に住所及び主たる事業所を有している者（市内業者）」 

・「尼崎市内に事業所等を有し、現に人員を配置して事業活動を行っている者（準市内業者）」 

となります。 

※法人事業者の場合は法人用同意書に、個人事業者の場合は個人用同意書に、所在地や商

号、代表者名等の必要事項を記入のうえ、「同意する」又は「同意しません」のいずれかの

前の□を塗りつぶして、尼崎市税の課税及び納付状況等について尼崎市長が調査すること

について同意するか否かについて意思表示してください。 

・同意のある場合は、市税の納付状況の確認を行います。調査の結果、未納があったとき

は、「経営状況・信用状況」を不適とする場合があります。 

・同意しない場合は、市税の課税の有無にかかわらず、税務管理課窓口担当（市役所本庁

南館２階）において、入札用の「市税に未納の税額がないことの証明書」（証明書に「尼

崎市入札用」のゴム印の押されたもの。一通３００円の手数料が必要です。）の交付を受

け、経営状況・信用状況調書とともに提出してください。 


